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本稿は、学校運営協議会制度導入に伴う価値評価の実証的検証を行うために、山口県及び3府県の自治体における質問
紙調査とイ ンタ ビュー調査等を基に分析 ・ 考察を試みたものである。
コミ ュニティ ・ スクールの中心的な取り組みとなる学校支援活動の活性化には、 学校運営協議会において学校課題が協
議題として挙げられることや、 運営に関して委員の意見が活発に述べられることなど、 熟議の回数を重ね協議の質的な向
上が図られるほど学校支援をはじめとする取り組みが活性化されることが明らかとなった。
また、 こう した取り組みをとおして、 教職員の苦労や努力が地域から理解されることにもつながっていることがコミ ュ




さらに、 支援活動の持続のためには、 学校を拠点と した大人の活動をより積極的に進める工夫が必要であり、 学校運営
協議会を中心に地域と学校の互恵的な関係づく りを進め、 大人の学びを充実するなど地域住民が学校を訪ねる機会を増や
すことが支援活動の深まりにつながることが確認できた。 
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設置したのを皮切りに、2017年 4 月 1 日現在、 その数は












先行研究からコミ ュニティ ・ スクールにおける課題を














大林 (2015) は、 コミ ュニティ ・ スクール充実に向け
た今後の研究課題として、 学校運営協議会導入後の学校
教育の改善過程を解明するために確認 ・ 修正が必要であ
るとしている。 さらに、仲田(2015) は、 コミュニティ ・ 
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2 研究の方法
( 1 ) アンケート調査
二つの方法により、 実証分析を試みる。 第1 に、2016 
年度に全小 ・ 中学校がコミ ュニティ ・ スクールを導入し
ている山口県において実施した大規模なアンケート調査
(以下、「山口コミスク調査」) のデータ活用であるn。
本調査は、山口県教育委員会がコミ ュニティ ・ スクー














「とてもそう思う ・ ・ ・ ・ ・4点」
「ややそう思う ・ ・ ・ ・ ・ ・3点」
「あまりそう思わない ・ ・ ・2点」













1 及び図 2 である。
なお、 平均値十(プラス) 標準偏差以上の学校につい
ては、 コミ ュニティ ・ スクールの効果意識の高い学校群
(以下、「上位群」) とする。 逆に、平均値 (マイナス) 
標準偏差以下の学校については、 効果意識の低い学校群
(以下、 「低位群」) とする。 さらに、 二つの間に属する
学校を 「中位群」 として分類表記する。 
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( 2 ) イ ンタビュー調査
第 2 に、 協力自治体におけるイ ンタ ビュー調査のデー
タを活用する。 イ ンタ ビューの対象は、 山口県及び3 府
県の自治体の教育長、 学校教育課長他教育委員会職員、
校長、教頭、教論、 養護教論、事務職員、学校栄養職員、




( 1 ) 学校運営協議会における熟議の充実




















う思う」 と回答している。 その結果について、 コミ ュニ




低位群 中位群 上位群 
小学校 58.5 82.5 97.2 
中学校 75.0 84.8 94.1 






もそう思う」 と回答した校長の割合は、 表2 のとおりで
ある。 
表 2 保護者 ・ 地域住民が学校課題を理解している
「とてもそう思う」 校長の割合(%) 
低位群 中位群 上位群 
小学校 14.6 18.7 41.7 
中学校 12.5 17.7 47.1 
この結果から、 校長は概ね保護者や地域住民の理解度
が低いと認識しているものの、 それでも上位群と中位群 ・ 
低位群との間には差が見られることから、 コミ ュニティ ・ 
スクール制度を導入 ・ 継続していく過程で、 学校と地域
住民との間に信頼感が生まれていく と考えられる。 そこ











低位群 中位群 上位群 
小学校 14.6 37.6 71.4 
中学校 12.5 38.0 58.8 
一方、 「学校運営協議会で、 学校の運営に関する事項
について校長に意見を述べましたか」 の問いに対する学
校運営協議会委員の回答結果は、 表4 のとおりである。 
表 4 運営に関して意見を述べた
「とてもそう思う」 運営協議会委員の割合(%) 
低位群 中位群 上位群 
小学校 23.7 34.4 40.9 
中学校 23.7 29.2 30.5 
校長に意見をよ く述べたと回答した学校運営協議会委
員は低い割合にと どまるなど、 校長と委員の認識に乖離







減ってく ることから、 議題の精選や整理が進んでく るこ
とも考えられるところである。 こう した熟議や協議を繰
り返すことで、 学校運営協議会に支えられた学校の立場























( 2 ) 学校支援活動の深まり
児童生徒と直接地域住民が関わる諸活動については、
教職員の意識調査から 「教育水準の向上に効果ある取り
組みと して認識されていますか」 の問いに対し、 「とて




低位群 中位群 上位群 
小学校 28.3 45.1 69.4 
中学校 20.9 32.1 48.3 
また、 同じ質問に対する学校運営協議会委員の割合は、




低位群 中位群 上位群 
小学校 84.1 90.1 93.5 






しかしながら、 教職員のコミ ュニティ ・ スクールに対
する意識の変化が、 学校運営協議会委員ほどではないに
せよ確実に高まっていることに注目すべきである。 それ




















きかけに応じて、 可能な人が、 可能な時に、 可能なこと
に奉仕できる仕組みは、 すぐに受け入れられるといえる。
さらに、 大人の活動から学ぶ子どもたちの成長にも注














る。 このよう な子どもたちの貴重な学びを、 教職員はコ


















これからのコミ ュニティ ・ スクールにおいては、 地域




















続けるほど、 双方のスト レスが大きく なる話はよく聞か
れるとこ ろである。
仲田 (2015) は、 学校支援型コミ ュニティ ・ スクール
において、 学校の 「目的」 達成のための手段と して位置
付けられるのが外部との連携であり、 支援強化は手段で
あるばかりか、 それ自体が 「成果」 であると言及してい
る。 しかし、 政府から派生する 「ト ップダウン方式」 の










と して扱われることも少ない。多 く の場合、 地域を巻き














































おける質問紙調査とイ ンタビュー調査を基に分析 ・ 考察
を行った結果、 次のよう な成果が確認された。





ニティ ・ スクールの取り組みが活性化されるこ と。
また、 こう した取り組みをとおして教職員の苦労や努
力が地域から理解され、 コミ ュニティ ・ スクールの副次
的な成果として報告されていること。 支援活動に深まり
を求めるには、 地域の方々を学校に積極的に受け入れる
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取り組みが必要であり、 授業改善のための研究会等への










コミ ュニティ ・ スクールの普及 ・ 充実のための指標と
なる今後の研究課題として次の4 点を挙げる。
第 1 に、 教育委員会による教育ガバナンスについての
検討が必要である。 学校は、 だれによっていかに統治さ
れていくべきかという教育委員会制度に関わる課題であ
り、 共同統治を志すコミ ュニティ ・ スクールの統治に関
する点である。







第 3 に、 教育長、 校長、 学校運営協議会長、P T A会




第 4 に、 子どもたちの成長を担保できる仕組みである
かという ことである。 学校と地域が子どもたちのありた








ii 「コミ ュニティ ・ スクールにおける教員、 児童生徒、
学校、 地域の変容についての成果に関する調査研究
2016」 文部科学省委託事業 「学校の総合マネジメ ント
力の強化に関する研究」。 この調査は、 筆者が佐藤晴
雄 ( 日本大学) らと共に山口大学と協働し実施したも
のである。 調査の目的は、 コミ ュニティ ・ スクールに
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おける成果を把握し検証することで、 今後の山口県及
び各都道府県におけるコミ ュニティ ・ スクールの普及 ・ 
充実に資する客観的なデータや方策等を示すことであ
る。 県内外の比較を含め、 子どもたちの成長の検証に
至るまで、 コミ ュニティ ・ スクールの持つ可能性を継
続的に検証するものである。 
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